
 

  

 

コーポレートＰＰＡ活用に向けた太陽光電源の開発 

～合同会社を設立し最大１５万ｋＷの電源を新規開発～ 

 

２ ０ ２ ３ 年 ７ 月 ７ 日 

関西電力株式会社 

大和エナジー・インフラ株式会社 

ＳＭＦＬみらいパートナーズ株式会社 

株式会社エコスタイル 

 

関西電力株式会社、大和エナジー・インフラ株式会社およびＳＭＦＬみらい

パートナーズ株式会社は共同で「ＫＤＳ太陽光合同会社（以下、ＫＤＳ）」を

設立し、コーポレートＰＰＡ※１に活用する太陽光発電設備の開発を進めており、

最大１５万ｋＷの電源開発を行います。ＫＤＳは、本日、第１号機となる太陽光

発電設備※２の営業運転を開始しました。 

 

世界的なゼロカーボン化の流れを受け、再生可能エネルギーの導入に関する

ニーズは高まっています。コーポレートＰＰＡは、再生可能エネルギーを大量

かつ長期的に導入できる手段であり、活用する企業の拡大が見込まれています。 

 

ＫＤＳは、株式会社エコスタイルと協業し、２０２５年度末までに、関西・

東京・中部エリアで最大１５万ｋＷの電源開発を行う予定です。関西電力は、

コーポレートＰＰＡにより、ＫＤＳの太陽光発電設備が発電した電気と環境価値

の全量を購入し、お客さまへ提供します。 

 

本事業において、コーポレートＰＰＡを活用した再生可能エネルギー電源の

開発・供給を行うことで、お客さまとともに２０５０年のゼロカーボン社会の

実現に貢献してまいります。 
 
 
※１：需要家と発電事業者が小売電気事業者を介して長期・固定価格での電力購入契約を

結ぶ、電力供給・調達方法。需要家主導で、３者が一体となり、再生可能エネルギー
導入を進めるＵＤＡ（User Driven Alliance）モデルの一つ。ＰＰＡは「Power 
Purchase Agreement」（電力供給契約）の略。 

※２：発電出力４９．５ｋＷの低圧太陽光発電設備。 

 

以 上 

 

別紙：本事業の概要 

 



本事業の概要

ＫＤＳ太陽光合同会社
(発電事業者)

(小売事業者)

お客さま
（需要家）

コーポレートＰＰＡ契約

・太陽光発電所の開発
・発電設備の維持・管理

共同出資

○関西電力株式会社、大和エナジー・インフラ株式会社およびＳＭＦＬみらいパートナーズ株式会社は
共同で「ＫＤＳ太陽光合同会社（以下、ＫＤＳ）」を設立。

○ＫＤＳは、株式会社エコスタイルと協業して太陽光発電設備を開発。
○関西電力は、コーポレートＰＰＡにより、ＫＤＳの太陽光発電設備が発電した電気と環境価値の
全量を買い取り、 お客さまへ提供。

＜本事業のスキーム＞

電力
環境価値

電力
環境価値

・ＫＤＳへのファイナンスを実施 ・資産管理
（アセットマネジメント）

・関西エリア外の需給管理を委託
※関西エリアの需給管理は関西電力が実施
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電源開発・販売の概要

開発規模
最大１５万ｋW
（４９．５ｋＷ×最大３，０３０基）

年間
発電電力量

最大２８，５００万ｋＷｈ※

開発時期 ２０２５年度末まで

開発エリア 関西・東京・中部エリア

電源開発の概要

年間約１２３，６９０トンの
ＣＯ２削減

※を想定

（２０２１年度全国平均係数
０．４３４ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈから算出）

○ＫＤＳは、２０２５年度末までに、関西・東京・中部エリアで最大１５万ｋＷの太陽光発電設備の
開発を行う予定。

○本開発により、年間１２万トン以上のＣＯ２削減※を想定。
○関西電力は、コーポレートＰＰＡにより、２０年～２５年の契約期間で再エネ電力を販売。

※１５万ｋW開発後の数値

販売の概要

契約期間 ２０年～２５年

関西電力
サービスサイト

https://sol.kepco.jp/cppa/
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ＫＤＳ太陽光合同会社の概要

社 名 ＫＤＳ太陽光合同会社

創立時期 ２０２３年２月１０日

所在地 東京都港区西新橋１丁目１８番１７号

出資比率

関西電力株式会社 ３３．４％
大和エナジー・インフラ株式会社 ３３．３％
ＳＭＦＬみらいパートナーズ株式会社 ３３．３％

事業内容

・太陽光発電設備の取得及び保有
・太陽光発電事業の運営及び管理
・再生可能エネルギー電力の供給及び販売
・上記事業内容に附帯または関連する一切の業務

会社概要
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【参考】コーポレートＰＰＡ

＜コーポレートＰＰＡとは＞
○需要家と発電事業者が、小売電気事業者を介して長期・固定価格での再生可能エネルギー電力の
購入契約を結ぶ電力供給・調達方法。

○需要家の敷地内に太陽光発電設備を設置するオンサイト型と、電力を使用する場所から離れた場所に
各需要家専用の太陽光発電設備を設置するオフサイト型がある。
※本案件はオフサイトコーポレートＰＰＡ

＜需要家＞
・電気料金の変動に左右されず、長期間固定価格で再エネ電気・環境価値を購入することができる。
・発電設備の設置、運用、保守管理は発電事業者が行うため、初期投資なしで再エネ電力を利用できる。
・各需要家専用の太陽光発電設備として、追加性のある再エネ電源を開発することで、ゼロカーボン
社会の実現に貢献できる。

＜発電事業者・小売電気事業者＞
・長期に亘り継続的にサービスを提供することができ、ゼロカーボン社会の実現に貢献できる。
・事業の安定性を確保でき、資金調達等がしやすくなる。

メリット
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